




The Marx’s Model on the transformation of values into prices of produc-
tion is reexamined in this paper through the critical inspection of “Das Kapi-
tal” vol．３， chapter ８ and ９，and veiled assumptions in these chapters are
cleared.
From the logical analysis of chapter８，it is revealed that the well-
known model about the surplus value rates of various countries, i.e. “a coun-
try in Europe” and “a country in Asia”, should be used carefully, because
other surplus value rates bring higher profit rates to the country of higher or-
ganic composition of capital, i.e. “a country in Europe”.
From the logical analysis of chapter ９，it is revealed that his model
should contain the factor of demand and supply relationship. A capital flow
model between two production spheres, to which the demand and supply
curve derived from his production model in chapter １０ is applied, demon-
strates that the amount variability of total value arises in some cases under
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２＋５＞３ すなわち ＞－１ （１．２）
資本移動前の商品総価値量（総価格額）： ５ （１．３）
総剰余価値量（総利潤額）： ２ （１．４）













































































































































〔Sweezy, Paul M. ed. Karl Marx and the Close of his System by Eugen von
Böhm−Bawerk & Böhm−Bawerk’s Criticism of Marx by Rudolf Hilferding : To-
gether with an Appendix consisting of an Article by Ladislaus von Bortkiewicz
on the Transformation of Values into Prices of Production in the Marxian Sys-
tem. New York，１９４９．〕
注
１ この「異なる生産諸部面のあいだの，それどころか同じ生産部面における異な
る諸投資のあいだのさえもの，労賃および労働日の均等化，それゆえ剰余価値率
の均等化が，いろいろな地方的障害によってはばまれるとしても，それでもなお
この均等化は，資本主義的生産が進歩し，あらゆる経済的諸関係がこの生産様式
に従属していくにつれてますます達成されていく。」（D.K.S．１５２．新日本版，９
巻，２４８頁）
２ 「本章〔篇〕においては，ある与えられた国の社会的労働が配分されるすべて
の生産部面において，労働の搾取度，それゆえ剰余価値率と労働日の長さとが同
じ大きさであり，同じ高さであることが前提される。」（D.K.S．１５１．新日本版，９
巻，２４７頁）。その根拠としては，生産部面の違いが労働の搾取にもたらす違いが
「種々さまざまの現実的な，あるいは想像にもとづく埋め合わせの諸根拠によっ
て均等化される」（D.K.S．１５１．新日本版，９巻，２４７頁）ことをスミスが論証して
おり，また，「労賃の高さの区別は，大部分は，〔…引用者略〕単純労働と複雑労
働との区別にもとづくものであり，〔…引用者略〕異なる諸部面における労働の
搾取度には少しも関係しない。」（D.K.S．１５１．新日本版，９巻第，２４７－４８頁）こ
とを挙げている。
３ 「この全研究にあたっての前提は，言うまでもなく次のことである。すなわち，
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われわれが一定の生産部門における資本の構成または回転〔草稿では『または回
転』は『（流通時間もまた）』となっている〕について語る場合には，つねにこの
生産部門に投下された資本の平均的な正常な関係をさしているのであり，一般
に，一定の部面に投下された総資本の平均が問題であって，この部面に投下され
た個別諸資本の偶然的な区別が問題なのではないということである。」（D.K.
S．１５３．新日本版，９巻，２５１頁）。
４ 「資本の技術的構成によって規定され，これ〔技術的構成の変化〕を〔自己の
うちに〕反映するかぎりでの資本の価値構成を，われわれは資本の有機的構成と
名つける。」（D.K.S．１５５．新日本版，９巻，２５３頁），「われわれは，可変資本につ
いては，それが一定量の労働力の，一定総数の労働者の，言い換えれば一定総量
の運動させられている生きた労働の，指標であるということを前提する。」（D.K.
S．１５５．新日本版，９巻，２５３頁）。
５ 「ここでは，剰余価値率と労働日とが不変と見なされ，一定の労働時間に対す
る労賃が与えられたものとみなされる」（D.K.S．１５５．新日本版，９巻，２５３－５４頁）。
６ 「流動資本と固定資本とからなる構成の不等は，それ自身利潤率の不等を引き
起こす回転時間の不等を必ずしも含まないとすれば，利潤率の不等は，それが生
じるかぎりでは，流動資本と固定資本との構成の不等そのものに由来するのでは
なく，むしろ，この構成の不等がここでは利潤率に影響する回転時間の不等を示
すだけであることに由来するということは明らかである。」（D.K.S．１６２．新日本
版，９巻，２６４頁）。
７ D.K.S．１５２．新日本版，９巻，２４９頁。
８ 剰余価値率１００％のヨーロッパのある国の生産物価値は８４c＋１６v＋１６m＝１１６
で，利潤率１６％。剰余価値率２５％のアジアのある国の生産物価値は１６c＋８４v＋２１
m＝１２１で，利潤率２１％（D.K.S．１６０．新日本版，９巻，２６１－６２頁）。
９ 「一般的利潤率の形成の場合には，異なる生産諸部面における諸利潤率──そ
れらの単純平均が引き出される──の相違だけが問題なのではなく，これらの異
なる諸利潤率が平均形成にはいり込むさいの相対的な重みも問題なのである。」
（D.K.S．１７２．新日本版，９巻，２８１頁）。「一般的利潤率は，各部面における平均
利潤率によって規定されているだけでなく，異なる特殊な諸部面への総資本の配
分によっても規定されている」（D.K.S．１７９．新日本版，９巻，２９１頁）。
１０D.K.S．１７３．新日本版，９巻，２８２－８３頁。
１１一商品の費用価格はその商品の生産に消費された諸商品の価値に等しい，とい
う仮定が，費用価格の形成に生産価格がはいり込むことにより，費用価格が「そ
の商品の総価値のうち，その商品にはいり込む生産諸手段の価値によって形成さ
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れる部分」から背離することがある（D.K.S．１７４．新日本版，９巻，２８４頁），と修
正される。
１２D.K.S．１６９．新日本版，９巻，２７６頁。「もっとも，商品の費用価格はその価値よ
りも小さいという命題は，いまや実際に，費用価格は生産価格よりも小さいとい
う命題に転化している。生産価格が価値に等しい社会的総資本にとっては，この
命題は，費用価格は価値よりも小さいという前の命題と同じである。」（D.K.S．１７５．
新日本版，９巻，２８５頁）。
１３D.K.S．１６４．新日本版，９巻，２６８頁。
１４D.K.S．１６４．新日本版，９巻，２６８－６９頁。
１５資本構成を価値で表現する標記を特定の場合に適用する際には，「技術的構成に
おける相違がではなく，不変資本の諸要素の単なる価値変動が，いったいどの程
度まで一般的平均からの cと vとの比率の背離を生じさせるか，ということがそ
れである。」（D.K.S．１７４．新日本版，９巻，２８４頁）。
１６「異なる生産諸部門で支配する諸利潤率は，もともと非常に異なっている。こ
れらの異なる諸利潤率は，競争によって，これらすべての異なる諸利潤率の平均
である一つの一般的利潤率に均等化される。」（D.K.S．１６７．新日本版，９巻，２７３
頁）。
１７中間財の価値や価格をマルクスが重視していたことは，費用価格規定の修正に
見られたように明らかである。１０章においても「諸商品は生産諸手段または生活
諸手段として買われて〔…引用者略〕，生産的または個人的消費にはいり込む。
したがって，諸商品にたいする需要は，生産者たち〔…引用者略〕からと消費者
たちから生じる。」（D.K.S．１９７．新日本版，９巻，３２２頁）の記述が見られる。
１８「特殊な生産諸部面の実際の諸利潤率はつねに──あとで示されるように──
大きな変動が生じるにもかかわらず，一般的利潤率の現実の変化は，異常な経済
的諸事件によって例外的に引き起こされるのでないかぎり，非常に長い期間にわ
たる一連の諸変動──すなわち，固定され均等化されて一般的利潤率の変化にな
るまでには多大の時間を必要とする諸変動──の結果として，ずっとあとに到来
する。それゆえ，比較的短い期間の場合にはすべて（市場価格の諸変動をまった
く度外視すれば），生産価格の諸変化は，“明らかに”，つねに諸商品の現実の価
値変動から，すなわち，諸商品の生産に必要な労働時間の総計の変動から，説明
されるべきである。同じ諸価値の貨幣表現の単なる変動は，ここでは自明のこと
ながらまったく問題にならない。」（D.K.S．１７６．新日本版，９巻，２８６－８７頁）。
１９エンゲルスによる注２４（D.K.S．１７８．新日本版，９巻，２９０頁）。
２０一般的利潤率の形成にかかわる法則認識について。「一般に資本主義的生産全体
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として，一般的法則が支配的傾向として自己を貫徹するのは，つねに，きわめて
複雑な近似的な仕方においてのみであり，永続的な諸変動の決して確定されえな
い平均としてのみである。」（D.K.,S．１７１．新日本版，９巻，２７９頁）。
２１なお，第１０章でのように，生産部面に資本構成の異なる複数の個別資本が含ま
れる場合を想定し，なおかつ，そこでの生産物の市場価格は，部面内の各資本の
生産物の価値を加重平均によって決定され市場価格という表現をとる，という市
場価格理解，すなわち，需給関係によらない市場価格理解に立つ場合，ある生産
部面の最も低い資本構成を持つ資本がその生産部面から離れ，他の生産部面に移
動することで，移動元の生産部面の利潤率が上昇する可能性が存在する。しかし
第８章，第９章の論理レベルで検討を行う本稿では，この場合を扱わない。
２２「需要が非常に大きく，最悪の諸条件のもとで生産された諸商品の価値によっ
て価格が規制されても需要が収縮しないならば，これらの商品が市場価値を規定
する。〔…引用者略〕ここで市場価値について述べたことは，生産価格が市場価
値に取って代わってしまうやいなや，生産価格についてもあてはまる。」（D.K.
S．１８８．新日本版，９巻，３０７頁）。「同一の諸商品──といっても，それぞれ，個
別的色合いを異にする諸事情のもとで生産される諸商品──の市場価格が市場価
値と一致し，〔…引用者略〕市場価値から背離しないためには，異なる売り手た
ちの互いに相手に加える圧力がそれなりに大きくて，社会的欲求の要求する商品
総量を，すなわち社会がその商品価値を支払うことのできる商品量を，市場に投
じるのに十分であるということが必要である。生産物総量がこの欲求を超えれ
ば，諸商品はその市場価値以下で売られなければならないであろう。逆に，生産
物総量が十分な大きさでない場合，または，同じことであるが，売り手たちの間
の競争の圧力が彼らに右の〔社会的欲求の要求する〕商品総量を市場に出すこと
を余儀なくさせるのに足りるほど強くない場合には，諸商品はその市場価値以上
で売られなければならないであろう。もし市場価値が変われば，総商品量が売ら
れうる諸条件も変わるであろう。もし市場価値が下がれば，平均的には社会的欲
求（ここではつねに支払能力のある欲求のことである）が増大して，一定の限界
内では，より大きな商品総量を吸収しうる。もし市場価値が上がれば，その商品
に対する社会的欲求は収縮して，より少ない商品総量が吸収される。」（D.K.S．１９０．
新日本版，９巻，３１０－１１頁）。
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